
 

 

 

2021年５月２６日 

 

「公民連携（PPP/PFI）プラットフォーム（仮称）」の設置に向けた取組みについて 

 

 株式会社秋田銀行（頭取 新谷明弘）は、地方創生への取組強化の一環として、秋田県（知事 佐

竹敬久）と連携し、「公民連携（PPP/PFI）プラットフォーム（仮称）」の設置に向けて取り組んでま

いりますので、下記のとおりお知らせいたします。 

 当行は、「地域共栄」の経営理念のもと、地方公共団体の皆さまとの連携を強化し、地域課題を共

有のうえ、持続可能な地域社会の実現に向けて貢献してまいります。 

 

記 

 

１ 公民連携（PPP/PFI）プラットフォーム（仮称）概要 

事務局 秋田県、秋田銀行 

設置年月 2021年度中 

設置目的 地域におけるPPP/PFI案件の形成能力向上をはかるため、行政、金融機関、 

企業等の関係者が集い、ノウハウの習得や情報の交換等を容易にする。 

 

２ 2021年度の取組予定 

(1) 今年度、秋田県は内閣府の地域プラットフォーム形成支援事業に採択されました。内閣府の

支援を受けながら、県と当行の共同で７月以降よりセミナー、ワークショップ等の開催を実施

し、プラットフォームの設立を目指してまいります。 

(2) 具体的なスケジュールや活動内容等はあらためてお知らせいたします。 

（以 上） 

 

 

 

 

 SDGsとは、2015年に国連で採択された持続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals）のことです。2030年までに解決すべき世界的優先課題17目標と目標を達成するた
めの169のターゲットが示されています。 



【参 考】 

 

公民連携（PPP/PFI）プラットフォーム（仮称）のイメージ 

　○プラットフォームの機能
①普及啓発・人材育成（セミナー等の開催）

　・実践的ノウハウの習得
②情報提供・官民による対話（サウンディング）
　・行政から県内企業等に対して、事業構想等を情報提供
　・候補案件に関する官民対話（ワークショップ、個別企業との意見交換等）
③交流によるネットワーク形成
　・官と民･･･公民連携の候補案件に関する情報共有
　・民と民･･･地元企業がコンソーシアムを組成しやすくなるよう異業種間交流
　・官と官･･･好事例の横展開、広域連携の案件形成

　・公民連携の意義や県内企業の参入メリット等に対する理解促進、公民連携による事業案件を推進できる行政職員の育成（意識改革）

県内企業（設計、建設、設備、運営、金融等）

［秋田銀行］

・事業者への参画呼びかけ

・事業者間のネットワーク形成

・広報

・セミナー等の企画立案・運営

［秋田県（総務課）］

・国との連絡調整

・県内外の導入例の収集・分析

・市町村等への参画呼びかけ

・行政間での好事例の横展開や広域連携の

ための調整

・県、市町村等の公民連携の候補案件の取

りまとめ

事
務
局

セミナーの開催

・公民連携の意義や県内企業

の参入メリット等の理解促進、

行政職員の意識改革

・実践的ノウハウの習得

県、市町村、一部事務組合、地方独法

業界団体等

プラットフォーム

【意識改革・ノウハウ習得】 【公民連携事業の形成】

官民対話（サウンディング）

の実施

・

・

行政から県内企業に対し事業

構想を情報提供

官民対話により、市場性、事業

アイデア、参入意向等を把握

↓

事業内容、仕様書等に民間意

見を反映

セミナーや官民対話への参加

セミナーや官民対話への参加

 

（以 上） 

 


